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１．事業概要 

１-１ 事業目的 

テレワークは、ＩＣＴを活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方とし

て、働き方改革の重要な政策手段と期待され、政府等の強力な旗振りの下、総務・厚

労・経産・国交の関係４省が中心に振興を行っている。 

2017年からは、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開会式に当たる

7月24日をテレワーク・デイと位置づけ、首都圏の交通混雑緩和と働き方改革の振興

を兼ねたテレワーク国民運動を総務省、経産省が主要幹事となり開始し、首都圏を中

心に全国各地の自治体、企業等が約950団体、約6.3万人が参加した。テレワーク国民

運動をより大きなものとしていくため、2018年は「テレワーク・デイズ」として期間

を拡大し、2018年7月23日（月）から27日（金）で実施し、約1,700団体、約30万人が

参加した。2019年は更に期間を拡大し、2019年7月22日（月）から9月6日（金）の約

１か月半を「テレワーク・デイズ2019」として実施し、約2,900団体、約68万人が参

加した。 

本事業は、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会本番に合わせて行わ

れるテレワーク・デイズ2020の結果を明確化し、さらに大阪市内企業の取り組み結果

の分析を行うことで、2025年大阪万博を通じた更なるテレワークの普及、啓発を図る

ことを目的とする。 

 

１-２ 事業内容 

本事業は、次の項目について実施した。 

（１）テレワーク国民運動に関する普及啓発ポスター等印刷・保管・発送 

（２）テレワーク導入の効果的な普及の検討に関する調査 

（３）テレワーク国民運動に関する普及啓発デザインの検討について 
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図表 1-3 2020年度のポスター・リーフレットのデザイン 
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（３）調査結果のまとめ 

① テレワークを取り巻く動向 

総務省をはじめ関係省庁では、東京都および関係団体と連携し、これまで時間や場

所を有効に活用した働き方を実現するテレワークの導入を推進してきた。 

テレワークは、企業の競争力強化のみならず、新しいビジネスの創出や労働形態の

改革、事業継続性の向上をもたらすとともに、多様化する個々人のライフスタイルに

応じた柔軟かつバランスの取れた働き方の実現に寄与するものであるとして、テレ

ワークの専門家であるテレワークマネージャーや補助金等によるテレワーク導入の

サポートを行ってきた。 

企業のテレワーク導入率の推移をみると、2019年9月末時点における企業のテレワ

ーク導入率は20.2％となっており、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大

会に向けてさらなる導入を進めてきたところである。 

 

図表 2-17 企業のテレワーク導入率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「通信利用動向調査」各年版（総務省） 

 

しかし、2019年12月、中華人民共和国湖北省武漢市において「原因不明のウイルス

性肺炎」として確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、2020年2月末

の時点で全世界の患者数は85,000人を超え、世界保健機関（WHO）は、3月11日に「新

型コロナウイルス感染症の拡大がパンデミックと形容される」と評価するなど、グロ

ーバル化が進む人流・物流とも相まって、3か月あまりで全世界へと感染が拡大して

いった。日本国内においても、感染者数が急増したことから2020年4月7日より、政府

から緊急事態宣言が発出されるに至った。 
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図表 2-18 緊急事態宣言（1回目）～後のテレワークの大まかな実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済産業省資料 

 

 

国では、2020年2月25日に新型コロナウイルス感染症対策本部において決定された

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」に基づき、患者・感染者との接触機会

を減らす観点から、可能な限り、テレワークを積極的に活用するよう呼び掛けている。 

新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためには、多くの人が集まる場所で

の感染の危険性を減らすことが重要であり、通勤ラッシュや人混みを回避し、在宅で

の勤務も可能となるテレワークは、その有効な対策の一つである。 

図表2-18は、2020年4月7日の緊急事態宣言発令以降のテレワークの実施状況を概

観したものである。パーソル総合研究所の調査によると、テレワークの実施率は緊急

事態宣言発令後、5月初旬に35.5％まで上昇するものの、同年11月中旬には24.7％ま

で低下している。また、地域別のテレワーク実施率をみると、東京圏は11月中旬まで

増加傾向、大阪圏は横ばい、北海道は低下という値を示しており、東京圏を除き、テ

レワークの実施率は低下傾向にあることがうかがえる。 
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② テレワークに関する関連調査の整理 

テレワークの導入・実施に関しては、様々な組織において実態調査が行われてい

る。ここではそのいくつかを取り上げ、日本国内におけるテレワークの現状を考察し

ていく。 

大久保敏弘・NIRA総合研究開発機構（2021）によれば、2020年1月から12月の全国

及び東京圏の平均テレワーク利用率は、12月時点で「全国平均テレワーク率」が26％、

「東京圏テレワーク率」が16％となっている。 

時系列でみると、2020年1月時点でわずか6％の利用率だったものの、3月時点では

10％に上昇し、緊急事態宣言が発令された4～5月は25％まで大幅に上昇した。その

後、9月で17％、12月で16％と、6月と同水準で推移しており、緊急事態宣言発令前の

3月時点に比べ、6ポイント高くなっている。 

この結果は、前述（図表2-18）とほぼ同様の傾向が見てとれることから、緊急事態

宣言発令前に比べ、全国的にテレワークの普及及び定着が図られているものの、頭打

ち状態となっていることがうかがえる。 

 

図表 2-19 全国及び東京圏の平均テレワーク利用率の推移（2020 年 1 月～12月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大久保敏弘・NIRA 総合研究開発機構(2021) 

「第 3 回テレワークに関する就業者実態調査報告書」 
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また、テレワークの利用率を産業別にみると（図表2-20）、2020年12月時点で「通

信情報業」が最も高く、次いで「情報サービス・調査業」「金融・保険業」「製造業」

と続いている。一方で、「運輸業」「卸売・小売業」「飲食業、宿泊業」「医療・福

祉」といった産業ではテレワークの利用率は低い値で推移している。 

時系列で見ると、新型コロナウイルス感染症拡大前の2020年1月からの増加幅が大

きいのは、「通信情報業」「情報サービス・調査業」「金融・保険業」「製造業」な

ど、12月時点のテレワーク利用率が高い産業であることから、これらの産業では、コ

ロナウイルス感染拡大を機にテレワークの導入が一気に進み、その後も定着してい

るものとみられる。 
 

さらに、テレワークの利用率を企業規模別にみると（図表2-21）、2020年12月時点

で従業員「500人以上」が最も高く、企業規模が大きくなるにつれ、テレワーク利用

率は高くなる傾向がみられる。 

時系列でみると、企業規模が大きくなるにつれ、テレワーク利用率の伸びも大き

く、「500人以上」の企業規模が最も高い水準で、「5～29人」の企業規模が一番低い

水準で推移しており、順位に大きな変化はみられない。このことから、企業規模によ

るテレワーク利用率の格差は依然として存在することが調査結果からうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大久保敏弘・NIRA 総合研究開発機構(2021)「第 3 回テレワークに関する就業者実態調査報告書」 

  

図表 2-20 産業別でみたテレワーク利用率 
（2020年 1月、4～5月、12 月） 

図表 2-21 企業規模別でみたテレワーク利用率 
（2020年 1月、4～5月、12 月） 
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独立行政法人経済産業研究所池内氏によると、テレワーク導入企業とそれ以外の

企業の株価指数（図表2-22）は、2020年2月以降、テレワーク導入企業はそれ以外の

企業と比べて10％程度、コロナ禍での株価の下落幅が小さいことが分かる。例えば、

5月下旬では、テレワーク導入企業の株価指数の平均はコロナ禍前と比べて約3％低

い水準まで回復しているが、テレワーク導入企業以外の株価指数の平均はコロナ禍

前と比べて10％以上低い水準となっている。このことから、テレワーク導入企業はコ

ロナ禍において株式市場から高く評価を受けていた可能性が読み取れる。 

また、図表2-23は、テレワーク導入企業の株価プレミアム※10の推定結果を示して

いる。2020年1月下旬までは変化はみられないものの、1月下旬以降にテレワーク導入

企業の株価プレミアムが次第に大きくなり、3月以降には統計的に有意な差が認めら

れ、5月下旬でも10％前後の差が依然として残っている。このことから、テレワーク

導入企業は未導入企業よりも株価に有意であることがうかがえる。 
 

図表 2-22 テレワーク導入の有無とコロナ禍の株価の推移※11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2-23 テレワーク導入企業の株価プレミアムの推定結果※12,13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※10…DID 分析（差の差の分析）と呼ばれる分析方法を用いて、業種と地域の効果をコントロールしてテレワーク導入企業とそれ以

外の企業と比べた株価の差（株価プレミアム）を統計的に推定。 

※11…テレワーク導入企業 2020/1/6の終値を基準とする日次株価指数の標本平均と母平均の 95％信頼区間を示している。 
※12…2019 年 6 月から 2020 年 5 月までの株価データが入手できる全 3,614 社の日次の株価データを用いて、従属変数を各企業の日

次終値の自然対数とし、説明変数として日次ダミーとテレワーク導入企業ダミーの交差項、日次ダミーと業種ダミーの交差項、
日次ダミーと都道府県ダミーの交差項、企業ダミー（固定効果）を用いた固定効果モデルを推定。 

※13…太線が日次ベースのテレワーク導入企業の株価プレミアムの期待値、点線がその 95％信頼区間を示している。下側の点線が 0％
を超えているもしくは、上側の点線が 0％を下回っていればテレワーク導入企業とそれ以外の企業の株価指数に 5％未満の水
準で統計的に有意な差があることを示している。 

出典：「テレワーク導入とコロナ禍における企業価値」（経済産業研究所研究員（政策エコノミスト）池内健太氏） 
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三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの調査によると、テレワークを導入していない

企業に、テレワークを導入・実施していない理由を聞いたところ、「できる業務が限ら

れているから」が68.1％と最も高く、次いで「情報セキュリティの確保が難しいから」

が20.5％、「紙の書類・資料が電子化されていないから」が16.6％と意見が続いている。 

また、テレワークを導入した企業にテレワーク（在宅勤務）で感じた課題を聞いた

ところ「できる業務が限られている」が63.8％、次いで「コミュニケーションが取り

づらい」が48.4％、「紙の書類・資料が電子化されてない」が38.5％と続いている。 

テレワークを導入していない企業、導入している企業ともに、「できる業務がかぎ

られているから」「紙の書類・資料が電子化されてない」といった意見が上位を占め

ている。 

 

図表 2-24 テレワークを導入・実施していない理由（企業調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 

 

図表 2-25 テレワーク（在宅勤務）で感じた課題（企業調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）  
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三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの調査によると、テレワークを実施している

企業の社員に、テレワーク（在宅勤務）のメリットとして感じることを聞いたところ

（図表2-29）、「通勤時間を節約することができる」が89.1％と最も高く、次いで「通

勤による心身の負担が少ない」が82.4％、「隙間時間などを有効活用することができ

る」が60.1％と続いている。 

また、併せてテレワーク（在宅勤務）のデメリットとしては（図表2-30）、「同僚

や部下とのコミュニケーションがとりにくい」が56.0％と最も高く、次いで「上司と

のコミュニケーションがとりにくい」が54.4％、「在宅勤務で可能な業務が限られる」

が49.1％と続いている。 

 

図表 2-29 テレワーク（在宅勤務）のメリットとして感じること（従業員調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 

 

図表 2-30 テレワーク（在宅勤務）のデメリットとして感じること（従業員調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 
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加えて、テレワークを実施している企業の社員、テレワークを実施していない企業

の社員に今後のテレワークの継続意向・実施意向を聞いたところ（図表2-31,32）、

テレワーク実施者では企業規模に関わらず、「継続してみたいと思う」という意見が

約９割を占めている。一方で、テレワーク非実施者の層においても、全体の約半数が

「してみたいと思う」という回答になった。 

また、テレワークを活用するために必要なこととしては、「職場の方針としてテレ

ワークを積極的に活用しようとすること」が53.8％と最も高く、次いで「ペーパーレ

ス化の推進」が53.2％、「電子申請や電子決済の導入により紙書類への押印をなくす

こと」が44.2％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング） 

 

図表 2-33 テレワークを活用するために必要なこと（従業員調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「テレワークの労務管理等に関する実態調査（速報版）2020 年 11 月」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）  

図表 2-31 テレワーク（在宅勤務）実施者の 
今後の継続意向（従業員調査）（規模別） 

図表 2-32 テレワーク（在宅勤務）非実施者の 
今後の実施意向（従業員調査）（規模別） 
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③ テレワークの効果的な普及・啓発の要点 

新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言（2020年4月7日）を契機に、

急速にテレワークの実施率は上昇したが、同年12月にかけてテレワーク実施率は減

少傾向となっている。しかしながら、ウィズコロナ・ポストコロナの時代も見据える

と、テレワークの役割は今後さらに重要性を増していくものといえる。 

一方で、こうした急激な社会情勢の変化により、人々の意識変革の必要性とともに

様々な課題も現れてきた。多くはテレワーク等に基づいた多様な働き方の実現に向

けた阻害要因として、これまでも存在していた課題であるが、新型コロナウイルス感

染症による社会情勢の変化により、さらに課題が浮き彫りになった。 

 

企業の視点からみると、企業規模が大きくなるにつれ、テレワークの利用率が高く

なる傾向がある。また、業種別にみると、情報通信業等が圧倒的に高く、医療・福祉

等の現場業務は利用率が低い。加えて、テレワークを導入していない企業、導入して

いる企業ともに抱える問題として「テレワークでできる業務が限られている」「書類

の電子化ができていない」「従業員間のコミュニケーションがとりづらい」と声が多

く上げられており、テレワーク導入・実施の障壁となっている。 

一方、従業員の視点からは、テレワーク実施のメリットとして、「通勤時間の節約」

や「通勤による心身の負担の減少」「時間の有効活用」が上げられているが、デメリ

ットとして、「上司や同僚、部下とのコミュニケーションがとりづらい」「在宅でで

きることが限られる」といった声が多かった。また、テレワークを活用するために必

要なこととしては、「職場の方針としてテレワークを積極的に活用しようとするこ

と」「ペーパーレス化の推進」「電子申請や電子決裁の導入により紙書類への押印を

なくすこと」等が求められている。 

 

企業が抱える問題及び従業員が抱える問題を比較すると、両者に乖離はなく、同様の

課題を抱えていることがわかる。テレワークの推進に当たっては、企業のトップや経営

層の理解が不可欠であり、企業が方針を示すなど企業全体として取り組む必要がある。 

今回、テレワークを推進している先進企業へのヒアリング調査を実施したが、各社

ともに経営者や役員等が自社の課題を解決するための方策としてテレワークの導入

に至っている。各社に共通している事項として、すべての環境整備や制度を整えてか

らテレワークを運用するのではなく、着手できる部分から環境を整え、テレワークを

運用しながら随時見直しを行っていることである。企業によって、自社が抱える課題

は異なることから、テレワーク推進のために取り組む歩幅も異なる。自社に適したテ

レワーク推進への取組みを試行的に行い、都度見直しをしていくことがテレワーク

推進への近道かもしれない。また、各社とも現場業務や対面業務等、テレワークに適

していない業務の存在も認識しており、例えば、現場業務の従業員にはタブレットPC

の支給や図面の電子化等、顧客満足度を維持しつつ、テレワークを推進するためには

どうすれば良いかという視点に立ち、各社の実情に応じた取組みを進めていた。  







38 

２-３ テレワーク国民運動に関する普及啓発デザインの検討について 

（１）事業内容 

今年度のテレワーク・デイズの周知啓発媒体を参考に、令和３年度のテレワーク強

化月間（仮称）のポスター、リーフレット、HPサイトのバナーのデザインをそれぞれ

作成した。 

 

（２）実施方法 

・ポスターは、A1サイズで作成した。 

・リーフレットは、A4サイズ（両面一枚）で作成した。 

・関連HPサイトバナーは、ポスターデザインを参考に作成した。 

なお、発注者と協議の上、デザインはこれまでのテレワーク・デイ（ズ）の実績等

を考慮し、過年度のデザインを作成した業者に再委託することとした。納品されたデ

ザインは、次ページのとおりである。 

なお、最終的なデザインは別途納品する。 
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図表 2-35 2021年度のポスター・リーフレットのデザイン 
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図表 2-36 2021年度のバナーのデザイン 
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